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　亜細亜大学の矢澤です。エネルギーに特化
した中国の状況ということで、私は視点を少
し変え環境プラス、中国経済と日本経済との
関係についてお話ししたいと考えてお りま
す。現在の中国の公害の状況、汚染に対する
社会経済の反応、そして結論という3部構成
になっております。
　 まず公害の状況ですが、釈迦に説法と思い
ますが環境汚染 といいますのは、水と大気と
土壌と食品ということになるわけで、この中
でエネルギーに関係してくるのは特にエネル
ギー燃焼に伴う大気汚染ということになるか
と思います。
　水の汚染について、突発型のものとして特
に注目されるのは、2005年ll月に起きまし
た松花江汚染事件に続 く北江カドミウム汚
染、それと少しさかのぼりますが、2004年2
月の柁江汚染事件が特筆 されるものと思いま
す。
　松花江汚染事件というのは、11月13日に
吉林省の石油化学工場からベンゼンが第2松
花江に流出、当初、吉林市の副市長は 「大気
や水環境への影響は見られない」と発表した
のですが、実際は松花江にベンゼンが約100
トンぐらい流れ出し、やがて下流に流れてい
ったわけです。そして、理由は告げられぬま
ま一方的に禁漁とか取水禁止が行われたので
すが、第2松花江は国際河川なので汚染物質
は黒竜湖に流れ込んでロシアに到達、アムー
ル川からラミア海峡に入って海に放出すると
いう、もうどうしようもない事態になったと
きにやっと汚染の事実が中国国内外に公表さ
れました。この副市長は責任が問われ、この
年の12月6日に自殺 したというのが経緯で
あります。
　一方、慢性型の水汚染については例えば、
2007年5月に江蘇省無錫の水道水の匂いが
臭 くて料理用に使えなくなったことがあ りま
した。原因は水源地のダムでアオコが大発生
し、同様の被害が2007年の8月 までに少な
くとも6ヵ所で水汚染が起こってお ります。
中国は水資源が豊かな南に比べますと北のほ
うは極端に資源が少ないという南北水資源の
アンバランスがありますが、特に北のほうは
水汚染との相乗の被害に遭い、北京でも深刻
な水不足が起こりました。
　これを解決するために、北京周辺から1000
キロも離れた長江からトンネルというか運河
を掘 り、黄河に水を流そうという考えもあっ
て、実際やるつもりらしいんですが、それぐ
らい深刻な事態だということです。
　水汚染を主原因とするものに、がん村 と呼
ばれる村の広がりが挙げられます。准河流域、
河南省周口市、沈丘県の農村部や、長江支流、
河南、湖北省の境 にがん村がありますが、
2006年時点ではどんどん増えていって、ほぼ
すべての州にがん村と呼ばれる村ができまし
た。この村には例えば薬品工場など汚染源に
なり得るものがあるわけですが、 しかし地方
行政の基本的なスタンスとして経済開発を優
先させ、τ場を保護するということにあるわ
けです。
　次に大気ですが、大気汚染 も北京では非常
に深刻な問題となってお ります。二酸化硫黄
が1990年代初めの時点で東京の1960年代レ
ベルだといわれ、2000年代には東京の1970
年代 レベル、要するに、北京では晴れた日で
もかなり曇って、昔、東京で東京タワーに上
ると、スモッグで全然周辺が見えなかった時
代があったようですが、それと似た状況らし
いのです。
　それか らNOx。窒素酸化物については、
東京で問題になったのは環状七号線周辺なん
ですが、環七よりもひどい汚染が北京の至る
ところで発生しています。あと越境汚染 とい
いますか、北九州市では中国起源 と見られる
光化学スモッグが発生していると。国立環境
研究所の研究結果によれば、日本で観測され
ているSOx,1二酸化硫黄のうち、約半分が
中国起源だという研究結果もありまして、日
本国内で観測される酸性雨の大きな原因が、
中国による可能性が高いということになって
おります。
　 中国国内の状況としては、東北地方や内陸
部の古 くからの重工業都市や、重慶、大慶、
ガン州、播陽などでは、発電所や工場による
二酸化硫黄や、ばい塵の汚染がひどいといっ
た産業部門からの汚染もあります。一方、北
京、上海のような経済発展が進んだ大都会で
は、トラックなどの産業部門による汚染に加
え、人々が豊かになったことからレジャー用
の車による汚染、そういったものが問題 とな
っているということです。
　 あと土壌なんですが、これは非常に古 くか
ら問題になってお ります。黄砂が長い歴史の
中で急速に規模が拡大、頻度が増大していま
す。原因は放牧する家畜の数が増えて草原が
減少 し、さらに草地を農地に転換したため、
土壌がむき出しになり侵食されたということ
です。黄河が 「黄色い河」と書かれてるのは、
土壌浸食のために黄色いになったわけでし
て、1000年ほど前は黄河も黄色 くなかった
らしいのです。そういう意味では、近代化の
始まる前から土壌侵食はあったということに
なります。
　 こういったさまざまな汚染に対 して、中国
の社会、経済はどのように反応したかという
ことですが、大規模抗議行動が起きています。
2005年4月10日に東陽市で農薬工場汚染、
水、大気、土壌が汚染されるということに抗
議する農民たちと警察民兵が約3000人集ま
りまして衝突が起きました。その後、7月ま
でに4件、環境汚染についての抗議行動が起
きました。こういうことで、少しずつ抗議行
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動が活発化しつつあるということです。
　 あと、土地問題というのもあります。社会
主義の建前上、土地所有権は国にあって、実
質的には地方行政が利用権を決定する。だか
ら近年、地方行政は住民が持っている利用権
をわずかな保証金で取 り上げてしまって、開
発業者に転売して利ざやを稼 ぐような手口が
横行しているということです。こういう政治
的な側面には、農民 と都市部の1票の格差と
いうのもあるらしいのです。
　それからまた、これもちょっと別なアング
ルですが、果たして中国においては、そもそ
も情報が信頼できるのかということがありま
す。政府発表の情報が本当に信頼できるのか、
中国の環境統計は信頼できるのかということ
です。なぜ最近まで中国の深刻な環境汚染が
注目されなかったのかというと、具体的な被
害清報が広く流れることがほとんどなかった
からということが挙げられます。中国の環境
統計は全数調査ではなく、例えば工場を回っ
て、どれだけ汚染がひどいかということを測
定して発表してるわけではないのです。あく
までサンプル調査です。幾つかサンプルを取
って調査して全体を推計するのですが、実態
と乖離 している可能性 もかなりあるわけで
す。そういう状況ではあるのですが、しかし
中国の環境統計にしても、どのぐらい増えた
か減ったかということぐらいは信頼できるだ
ろうと言えると思います。
　経済発展 と公害との関係なのですが、経済
水準は低 くても公害、環境汚染は発生するし、
別に経済発展 したら公害は避けられないと
か、公害があるから非常に高度経済成長 して
る国かというと、そうでもないわけです。公
害は必ずしも高度経済成長の負の側面として
生じたものではないと。これは日本の例で言
っても、イタイイタイ病は大正時代から記録
がありますし、熊本の水俣病 も原因工程が、
創業を始めた1932年の翌年に発病者がいた
ことが判明しています。世界的には社会主義
時代の東ヨーロッパは、経済成長は一向にし
なかったわけですが、環境はどんどん悪化し
ていったという例が見られます。
　中国の公害は1980年代、日本の公害が最
悪だった時期並みとの評価 も現在ではなされ
ています。もっとさかのぼって言えば、実は
文化大革命以前にも相当程度の環境汚染が存
在 していたと想像されます。1980年代の中
国の環境汚染は日本の昭和40年代並み、対
策は昭和30年代並み程度であったというの
が現在の評価です。しかし、日本の70年代の
水俣病とかイタイイタイ病が社会問題になっ
たことにショックを受けて、中国はそこから
自分の国内に目を向け始めたということがあ
ります。
　 環境保護行政の組織化と三廃総合利用とい
うことで、全国環境保護会議と三同時の原則、
32文字の方針、これは後でご説明させていた
だきますが、あと、憲法の環境保護条項と環
境保護法施行が、88年から89年になされま
した。87年に出てきた持続可能な発展という
概念が、後からご説明します三同胞という中
国のスローガンから、持続可能な発展に置き
換わっていったということです。
　 三廃というのは、これはスローガンなので
すが廃棄、排水、廃残、排ガス、廃液、固形
廃棄物のことです。総合利用 というのは、
1956年に提唱されたリユース、リサイクルに
相当する言葉で、三同時の原則とは、工業設
備とともに、工場をつくったら同時に環境防
止設備もつ くって同時に操業することをいい
ます。また32文字の方針 というのは、中国
語にすると32文字になる内容なのですが全
面的に企画し、合理的に立地し、総合的に利
用し、害を利に変え、大衆に寄与 し、みんな
が取り組んで環境を保護 し、人民に幸福をも
たらすというスローガンが出たわけです。
　 日本では環境庁、米国ではエ ンバイロンメ
ンタル ・プロテクション・エージェンシーと
か、各国で環境行政の機関があるわけですが、
中国ではどうなったかの推移をご説明いたし
ます。最初は、国民環境保護指導グループ準
備室が、74年に国民環境保護指導グループと
なりました。準備室からグループと、ここで
初めて本格的な環境行政が始まりました。84
年には非常にエポックメーキングなことです
が、国民環境保護委員会設置という体制を組
みました。この委員会というのは、日本の省
庁に相当する上位機関なわけです。84年から
この委員会と保護指導グループの2本立てで
中国は環境防止に努めました。
　 しかしながらこの委員会は廃止されて、84
年に国家環境保護局が設置されました。98年
には国家環境保護総局という名前になり、実
質この98年からは局に格下げされたわけで
す。部よりも下の局に格下げされて、上位の
委員会がなくなったということで、ここから
基本的には、中国の経済優先のスタンスが確
定 したわけです。
　環境スローガンとしましては、潅河方式と
か33211プロジェク トとか、いろいろあるわ
けで、これをちょっとご説明させていただき
ます。
　 准河方式とは地域業種規模を特定し、秩序
を定め、それまでに強制的に閉鎖、生産中止
を命 じたり、基準を達成させたりするや り方
で、要するに中国の古典的な方法です。これ
まで中国政府は公害にどう対処してきたかと
いうと、強制的に政府の力をもって閉鎖させ
る、そういう形を取ってきたわけです。経済
的なメカニズムによる環境保護ではなくて、
ある意味では強権的な措置による環境保護を
取ってきたわけです。
　 33211とは何の略かといいますと、環境汚
染がひどい三つの川、准河、海河、遼河、環
境汚染のひどい三つの湖、太湖とテン池と巣
湖、2地区、酸性雨のコントロール地区と二
酸化硫黄のコントロール地区が二つあること
を指 しています。あと、北京が一つと海洋汚
染の深刻な渤海です。石油資源が出ますが、
ちょっと海洋汚染が深刻だというところで
す。
　十五小処理というのは、96年9月末までに
全国15業種の小規模工場に対 して閉鎖、生
産停止を強制するものです。一控双達票は、
一つの排出抑制と二つの基準達成のことで
す。一つの排出抑制は、行政区で主な汚染物
質の排出総量を国が定めるレベル以下に抑制
することと。二つの基準達成は、全国のあら
ゆる工業汚染源が、汚染物質の排出について
国、地方の基準を達成すること、および主要
都市が大気と地表水について国の基準を達成
すること、こういったものが挙げられていま
す。
　洋ごみというのは、外国からのごみ、つま
り輸入廃棄物で、中国は例えば日本からペッ
トボ トルとか大量の包装容器 リサイクル法に
定められたものを輸入しております。そうい
ったものが中国に行って利用され、またごみ
になるわけです。
　さらに白色汚染 とは、発砲ススロールや各
種ビニールなどによる廃プラスチック汚染の
ことで、特に鉄道で乗客による車窓か らの投
げ捨てが沿線で問題になってきていると。ま
た緑色汚染というのは、これは生物学という
か生態学的な話なのですが、外来生物種の問
題で主に中国では植物が問題になっている植
物の外来種です。 日本で言えばセイタカアワ
ダチソウなど毒性を持ち、家畜が食べると病
気になる種のことです。淡水の生物を激減さ
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せる種、あるいは琵琶湖のブラックバスとい
った話です。そのほか、南部海岸でマングロ
ーブ林の消失や、赤潮の原因になった種など
が問題になっているということです。
　先進的な環境管理の考え方ということです
が、非常に環境管理については制度が充実し
ております。こういった三同時制度、環境ア
セスメント、排汚費、目標責任制度、総合整
備定量審査制度、汚染物質排出許可証制度、
汚染物質集中処理制度、期限付汚染処理制度
というふうに、見た目は非常に先進的と言え
る制度が、法律上はあるわけです。例えば、
汚染物質排出料金徴収制度は、これは特に石
炭です。石炭を燃やすと、二酸化硫黄とか
NOxが出ますので、特にここで排汚費とか
かわるわけで、例えば石炭を燃やす企業は基
本的にどこもこの排汚費を払わなくてはいけ
ません。また企業は地方の排出基準超過分の
課徴金を払うことが、79年から実施されてい
ます。徴収対象は汚水、排ガス、固形廃棄物、
騒音、放射性廃棄物。特に92年から石炭燃
焼の排煙に含まれるSO2排汚費が徴収されて
いると。
　これらの問題点なんですが、課徴金が取締
り部署の財源となっているわけで、汚染が減
少するとその取締り部署の財政も悪化すると
いうジレンマがあります。汚染を出してくれ
ないと罰金を取れず、自分たちの部署の財源
がなくなるわけなので、だからこんな例もあ
ります。ある企業が環境保護の装置を付けて、
排ガスをなくしたので 「排ガスをなくしたの
で、この課徴金なくしてくれ」と言っても
「いや、まだ払え」 と言われたり、課徴金の
額より、垂れ流 しにしたほうがずっと得なほ
ど安いということも問題点になっておりま
す。
　環境保護目標責任制度につ きましては省、
市や県の長は任期内に達成しようとする具体
的な環境保護目標を設定し、目標の設定に責
任を持つ旨の文書に調印する。そして、常に
目標達成度を自己評価するということです。
　次に都市環境総合整備定量審査制度という
のは、都市の環境の質を定量的指標で判断し
大気、水質、騒音、固形廃棄物、都市緑化の
5分野で21の定量的指標によって、都市の環
境の質を点数で評価すると。この制度は、環
境保護目標責任制度における責任達成度の評
価基準 となって、全国37都市を対象の国家
審査と重点230都市が対象の小区審査があり
ます。ここの問題点は、この21の定量的指
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標を本当に測っているかどうかということ、
測ることには大変なコストが掛かるので、ど
れだけ実際に行われているのか非常に怪 しい
ということになるわけです。
　環境政策で効果が見られた日本と、依然効
果が不明確な中国ということで、汚染をむし
ろ助長するものに汚染排出費と環境アセスメ
ントが指摘されます。汚染排出費については
今お話したとおりですが、環境アセスメント
がどうして悪いかといいますと、企業が例え
ば工場をつ くるということで、アセスメント
の評価書を地方の役人が書 くとします。役人
が合格の評価書を書 くと、企業からいっぱい
賄賂がもらえるといった仕組みになってい
て、見た目は非常に先進的なんですが、実態
は問題があるのではないかと。法律が支配の
道具という伝統と、低い順法意識の悪循環 と
いうことになると思います。
　あと、地球温暖化問題と中国ということに
ついて少しお話しいたします。中国は京都議
定書では排出削減義務を負ってお りません。
インドも義務はありません。それが原因で、
アメリカは京都議定書から離脱しているのは
ご承知のとおりです。何とか中国とインドを
近い将来は、この排出削減義務のテーブルに
付かせる必要があります。
　そのときの中国側の論理というのは、未来
についての排出量しか先進国は問題にしない
というわけです。先進国はイギリスでの産業
革命が始まって以来、膨大な量の二酸化炭素
を排出してきました。だから、積分していく
と、ものすごい量の二酸化炭素を出している。
中国はこれから出し始めるだけなんだと。で
すので、それを毎年ベースで見られると非常
に不利だ、不公平だという、こういう論理を
出してくるわけなんです。
　 しか し、その中国も2007年6月4日に気
候変動に対応する国家方策を発表し、少 しず
つではありますが取 り組みを始めつつあると
思います。問われるのは、中国国内に非常に
格差があるということです。CO2排出量を見
ても、CO2排出量の多い一群のグループと、
非常に排出量の低い大多数という具合に格差
があると。そこのところをどういうふうに調
整 して、中国国内で排出削減に取 り組んでい
けばいいかという課題があるわけです。一般
に中国社会の温暖化に対する認識は低 くて、
政府がとにかくやってくれるだろうというふ
うな考えがあることも事実みたいです。
　 あと、被害者支援者協力について、中国初
の環境汚染被害者支援NGOが 出来ました。
センター ・フォー ・リーガル ・アシスタン
ス ・ツー ・ポリューション ・ヴィクティムズ
と言うのですが、このヴィクティムズという
のは中国語では被害者の意味です。しかし中
国政府としては被害者というのはあり得ない
というスタンスですので、このヴィクティム
ズというのは中国語に直すときにはなくなる
という話もあります。
　こういったNGOが 出来て日中のNGOの
聞でワークショップをし、公害被害者支援の
日中交流が中国の環境保護に一石を投じまし
た。中国で初めて加害者による証明責任が明
記された挙証責任の転換ということを、中国
でも認められたということです。これはご承
知のとお り、公害というのは裁判にかけると
すると、例えばオ(俣病の患者が公害の被害者
であるということを立証 しなければなりませ
ん。普通は被害者に立証責任があるのですが、
加害者は公害がないということを立証しなけ
ればいけないという、その挙証責任転換 とい
う例外規則が認められたということになるわ
けです。
　さて結論に入 りまして、中国のさまざまな
課題に対し日本の企業としてはビジネスにど
う結び付 くかということですが、実際にまだ
中国の汚染企業リス トに日本企業 とか日系企
業がある程度載っています。まず中国の汚染
企業 リス トに載らない努力は必要ではないか
と。そして汚染企業リス トに載っている中国
の企業と取 り引きするよりも、リス トに載っ
ていない企業との取り引きを4先させること
が必要ではないか ということが挙げられま
す。
　環境対策や省エネに一番効果的なのは、生
産工程の技術を最新のものにすることなので
すが、先進国が技術を中国に提供すると、自
分の国の競争優位、その産業における競争優
位を喪失することを意味するので、ある意味
ではコアコンピテンシーを与えるわけにはい
かないということで、及び腰になるというこ
とが一つあります。
　あと、日中の経済関係の進化に伴い、両国
の環境問題は財 ・サービスの輸出入を通して
深 く結び付いています。例 として日本は環境
規制が厳 しく、中国の最 も良質の石炭を輸入
してきたわけです。中国の一番良質の石炭を
日本が取ると、中国にはどうしても質の低い
石炭が残って、中国国内の石炭需要増大 と環
境意識の高まりのため、石炭輸入価格交渉が
難しくなりつつあり、中国に 「おまえたちは
質の悪い石炭で環境対策やれ」と言うことは、
果たしてフェアなことかどうかというところ
が若干問題があるわけです。
　ODAはもう古くからやっていて、90年代
に活発であったODAに よる対中環境協力が
もうピークを超えてまして、2008年でこの
環境ODAは 終了すると。今後は、特に経済
力を付けた東部沿岸の産業公害対策や都市の
ごみ処理は、民間ベースでの技術協力段階に
入っているということです。だから東アジア
環境経済共同体というのを、ここでは考えた
らどうかと思われるわけです。環境と経済は
もう切 り離せなくなってきている以 ヒ、共同
体としての日中韓で、 どこが加害国か、どこ
が被害国かという見方ではなく、加害者、被
害者というのは相対的なものなのだから、ど
の国も加害者であると同時に被害者であると
いう視点で取り組まなくてはいけないのでは
ないかと。
　これか ら中国企業は欧米流のCSR、企業
の社会的責任に配慮しないと、世界市場では
生き残れないということは意識しています。
環境関係のISO14000台の認証サイ ト数は、
日本が世界一なんですけど、中国は2位なん
です。非常にISO14000の取得企業が中国は
多い。
　しかし中国の環境問題が解決しないところ
を見ると、ISOのシステム自体は企業を信頼
しているシステムなのですが、中国の場合は
実は信頼したらいけないのだと。ということ
で環境改善達成のためには、中国ではISO
14000の有効性が疑われるということで、も
うちょっと違う認証システムを中国では使う
必要があるのではないかというふうに考えま
す。
　中国的な問題として法律や規制の存在 と、
それを順守することは別ものという考えがあ
って、法執行の現場担当者の裁量で制度が適
切に運用されないことがある。それで施設や
機械をせっか く導入 しても、運転のためのノ
ウハウ不足や、壊れた備品の交換ができない
ため稼働していない例があります。運転のた
めの電気料金が払えないという理由から稼働
していない下水処理場の例もあって、さらに
飲み水、食品衛生、ごみ処理などの公衆衛生
観念が しっか りしていなかったため、環境悪
化による健康被害には関心力抵 かった。これ
が食品安全管理の不備につながって、中国製
食品の輪入が先進国で一部停止する事態にな
りました。
　特に、郷鎮企業などの小規模企業では環境
意識が欠如してお り、企業は長い間の国営の
感覚が抜けず、環境汚染の被害を発生させて
も自分の責任ではなくて政府の責任だという
ことで、贈賞責任や財産権の概念がなく、そ
のため被害者に対する補償制度が不備なので
す。
　私見なのですが製品を研究開発 して作 り、
ユーザーが使って廃棄 してというライフサイ
クルのどこかの部分を口本でやって、他のど
こかの部分を中国でやってるわけで、日本と
中国の両方、ライフサイクル全体でとにか く
環境汚染が減 らないと駄目なのではないかと
いうことを考えます。そういう意味でボーダ
ーレスでライフサイクル全体を見据えた環境
管理、共同体における環境管理というのが必
要ではないかと思います。ということで、ご
清聴ありがとうございました。
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